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平成２９年１１月１４日 

各 位 

会 商号 株式会社 アイ・ラーニング 
代表者名 代表取締役社長 加納 滋徳 

 （コード：２４４２） 
問合せ先 総務部 部長 日置 宜典 

 （TEL．０９８－８７８－４１１９） 
 
 

連結子会社の商号変更及び株式会社化並びに 

事業内容変更と新たな事業の開始に関するお知らせ 
 
 
当社は、平成 29年 11月 14日に開催された取締役会におきまして、当社子会社である有限会社プレップの

会社商号（株式会社フレンドリーアジア）変更及び株式会社化をし、事業内容の変更と新たな事業を開始する
ことを決議いたしましたので下記の通りお知らせいたします。 
 

記 
 
 
１． 有限会社プレップの商号変更及び株式会社化並びに事業内容変更と新たな事業の開始の理由 

有限会社プレップは、家庭教師の派遣を主な事業とする会社です。しかしながら、当社既存の塾運営
事業に注力するために、平成 16 年 4 月より事業を休止しておりました。当社が主な市場としている沖縄
県におきましても外国人留学生が増加している中で、有限会社プレップは、平成 30 年 3 月以降留学生へ
の日本企業への就職サポートサービス事業を行う会社として、新たなスタートをすることになりました。
その事業スタートに先立ちまして、会社商号をフレンドリーアジアとし、かつ事業の将来的な拡大も視
野に入れて株式会社化した上で、事業内容の変更並びに新たな事業を開始することといたしました。そ
の趣旨に関しましては、次項に記載の通りです。 

 
 
２． 新たな事業に関して 
 ・事業開始の趣旨 
  日本の人口不足を背景に、労働力不足は深刻なものとなっています。このような中で、技能実習制度など 
の制度はありますが、職種が限定されております。一方、ビジネスにおける国際化は大企業にとどまらず中 
小企業においても、事業のグローバル化が進む中で、国際事業に係る人材不足という状況があります。 

 現在、多くの留学生が日本で学んでおりますが、卒業後も引き続き日本にとどまって就労したい学生は多い 
のですが、就職には求人情報の不足をはじめとして様々な苦労が伴います。 

  当事会社と致しましては、グローバルに事業展開されたい企業と、日本に来ている留学生の架け橋となり、 
学生への情報提供はじめ、就職における面接指導や日本語能力に不足があれば、日本語指導含めたサービス 
提供を行い、事業を進めていく計画です、事業を展開する市場としては、平成 30 年 3 月以降に首都圏に事
務所を設けて、事業をスタートさせていく所存です。 
 
 

 ・当該事業担当 
   代表取締役 加納 滋徳 
 
 ・事業開始にあたっての初期投資費用概算 
   首都圏エリアにおける事務所賃貸等に係る費用が発生予定ですが、現状では未定です。 
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３． 商号変更及び株式会社化の日程 
商号変更及び株式会社化の決議取締役会  平成 29年 11月 14日 
商号変更及び株式会社化の変更登記  平成 29年 11月 30日予定 

 
 
４． 当事会社の概要（平成 29年 11月 14日現在） 

 当事会社 

商 号 有限会社プレップ 

事 業 内 容 家庭教師の派遣事業 

設 立 年 月 日 平成 13年 8月 17日 

所 在 地 沖縄県浦添市城間１－２－１ 

代表者の役職・氏名 代表取締役 加納滋徳 

発 行 済 株 式 総 数 60株 

資 本 金 3,000,000円 

決 算 期 1月 31日 

従 業 員 数 0名 

大株主及び持株比率 株式会社アイ・ラーニング（100％） 

直近事業年度の経営成績及び財務状態 

純 資 産 ▲911,200円 

総 資 産 0円 

売 上 高 0円 

前 期 純 損 失 ▲70,000円 

 
 
５． 商号変更及び株式会社化後の状況 

 当事会社 

商 号 株式会社フレンドリーアジア 

事 業 内 容 ・外国人留学生に対する教育・研修事業 
・上記に関する各種情報提供サービス 
・職業紹介事業 
・国内外での留学先の紹介、斡旋及び各種手続代行・サポート事業 

登 記 完 了 予 定 日 平成 29年 11月 30日 

所 在 地 沖縄県浦添市城間１－２－１ 

代表者の役職・氏名 代表取締役 加納滋徳 

発 行 済 株 式 総 数 60株 

資 本 金 3,000,000円 

決 算 期 1月 31日 

従 業 員 数 3名予定 

大株主及び持株比率 株式会社アイ・ラーニング（100％） 

 

 

６． 今後の見通し 

本件による新規事業のスタートは、平成 30 年 3 月以降を予定しているため、当期事業年度の影響は軽微

です。 

 

 

以 上 


